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はじめに 

 

 社会全体で働き方改革が進められており，学校においても子供たちの

未来のため，学校が質の高い教育を提供し続けられるよう，「学校におけ

る働き方改革」を推進することが，喫緊の課題となっています。一方

で，新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大をはじめ，予測不能

で急激な社会の変化に伴い，学校が抱える課題はより複雑化し，解決困

難なものが増加しています。 

呉市教育委員会においては，これまで，平成３０年１１月に「学校に

おける働き方改革取組方針」を策定，令和２年５月にこれを改定し，教

職員の資質・能力の向上を図るとともに，教職員一人一人が健康で生き

生きとやりがいをもって働くことができる環境づくりを目指して，教職

員の負担軽減や業務改善を図る取組を実施してまいりました。 

 その結果，教職員のモチベーションの向上や子供と向き合う時間の確

保において，一定の成果が見られたものの，取組はいまだ道半ばである

と感じています。 

そうした中，呉市教育振興基本計画（令和４年度～令和８年度）の目

標である「未来を創る人材を育てる」を実現するために，学校における

働き方改革を更に推進すべく，この度，本方針を改定することとしまし

た。 

 取組に当たっては，これまでと同様に保護者や地域の方々の御理解を

いただきながら，本方針を基に，教育委員会や学校等の関係者が協力

し，より一層着実に進めてまいります。 

 

 

              呉市教育委員会教育長  寺本 有伸 
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１ 改定の趣旨  

 

平成３０年１１月に「学校における働き方改革取組方針」（以下「本方針」とい

う。）を策定し，「児童生徒と向き合う時間※１の確保」及び「長時間勤務の縮減」

に向けた取組を進めてきた。 

令和２年３月には，国の法改正や指針の策定を受け，広島県において「県立及

び市町立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置条例」の一部

が改正されたことに伴い，「呉市立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関す

る規則」において，教職員※２の時間外在校等時間の上限を,原則として「年３６０

時間以内，月４５時間以内」と定めた。 

 このことに伴い，本方針を改定し，「児童生徒と向き合う時間の確保」及び「長

時間勤務の縮減」を目標として掲げ，その達成に向け，令和４年度までを取組期

間として，学校における働き方改革や業務改善につながる取組を総合的に推進し

てきた。 

この結果，目標・成果指標である「児童生徒と向き合う時間の確保」，「長時間

勤務の縮減」ともに，一定の改善は見られるものの，本市の学校における働き方

改革や業務改善に向けた取組は，いまだ道半ばの状況にある。 

 こうしたことから，今後より一層，学校における働き方改革や業務改善に向け

た取組を推進し，本市が「目指す姿」を早期に実現していくためにも，本方針を

より実効性のあるものに改定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※１ 「児童生徒と向き合う時間」 

    授業，授業準備，教材研究，週案・指導略案作成，部活動，個別指導（学習補充，進路指導，

生徒指導等） 

 ※２ 「教職員」 

    給特法第２条に規定する義務教育諸学校等の教育職員（校長，副校長，教頭，主幹教諭，指

導教諭，教諭，養護教諭，栄養教諭，助教諭，養護助教諭，講師，実習助手，寄宿舎指導員） 
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２ 呉市の学校における働き方改革の現状  

 

１ 令和２年度から令和４年度までの目標・成果指標の達成状況 

 

≪目標・成果指標≫ 

(1) 児童生徒と向き合う時間の確保 

    「学びの変革」の円滑な実施，新学習指導要領の実施や新たな教育課題等

へ適切に対応できる学校体制を構築し，教職員の児童生徒と向き合う時間を

確保することで教育の質の向上を図る。 

 [成果指標] 

児童生徒と向き合う時間が確保されていると感じる教職員（管理職を除く。） 

   の割合を，令和４年度末には８０％以上とする。 

(2) 長時間勤務の縮減 

    教職員以外も含めた学校全体の長時間勤務を縮減し，一人一人が健康で生

き生きとやりがいをもって勤務できる環境づくりを推進する。 

 [成果指標] 

時間外在校等時間（在校等時間※３から正規の勤務時間を除いた時間）を， 

原則年３６０時間以内及び月４５時間以内とする。※４ 

 

≪達成状況≫ 

(1) 児童生徒と向き合う時間の確保  

令和４年度 84.5％（令和元年度 65.9％） 

 

 

※３ 「在校等時間」 

    次のア及びイに掲げる時間からウ及びエに掲げる時間を除いた時間 

    ア 校内に在校している時間 

イ 校外において職務として行う研修への参加や児童生徒等の引率等の職務に従事してい 

る時間 

ウ 正規の勤務時間外に自らの判断に基づいて自らの力量を高めるために行う自己研鑽の 

時間その他業務外の時間（教育職員の自己申告に基づく） 

エ 休憩時間（休憩時間を確保した上で，正規の勤務時間外に実際に休憩した時間があれ 

ば，その時間を含む。） 

※４ 児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い，一時的又は突

発的に正規の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合には，次に掲げる時間の上限の範囲

内とする。 

ア １年について７２０時間以下 

イ １か月について１００時間未満 

ウ １年のうち１か月において４５時間を超える月数について６月以下 

エ 連続する２か月から６か月までのそれぞれの期間の１か月当たりの平均について８０ 

時間以下 
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(2) 長時間勤務の縮減  

〈教職員全体の状況〉 

・ 一月当たりの時間外在校等時間（年平均） 

 令和４年度 38時間 17 分（令和２年度※５ 35 時間 27 分） 

・ 年間の時間外在校等時間の平均 

        令和４年度 459 時間 29 分（令和２年度※５ 425 時間 30 分）  

・ 月 45 時間超教職員の割合 

令和４年度 32.7％（令和元年度 45.7％） 

〔参考〕月 80 時間超教職員の割合 

令和４年度 3.4％（令和元年度 3.7％） 

 

２ 現状分析と課題 

  

(1) 学校における働き方改革の現状 

 ア 児童生徒と向き合う時間が確保されていると感じる教職員の割合 

   ※各数値は「学校の業務改善に係るアンケート集計結果（呉市教育委員会）」による※６ 

  表 1 児童生徒と向き合う時間が確保されていると感じる教職員の割合 
    

 
※５ 「在校等時間管理システム」導入が令和２年度であるため，令和２年度の数値を掲載してい 

る。 
※６ 「学校の業務改善に係るアンケート集計結果（呉市教育委員会）」の数値について 

ア 集計結果の数値は，小数点以下第２位で四捨五入している。そのため，各回答の合計が 
１００％に一致しないことがある。 

イ 時間の小数表示は小数第２位を四捨五入しているため，時間表示にしたときにずれが生 
じることがある。 

 小学校 中学校 小・中・高等学校 

Ｒ４ 86.7% 81.8% 84.5% 

Ｒ３ 85.0% 82.3% 83.4% 

Ｒ２ 77.1% 76.3% 76.8% 

Ｒ１ 65.2% 65.5% 65.9% 

Ｒ４とＲ１との差 ＋21.5 ㌽ ＋16.3 ㌽ ＋18.6 ㌽ 

65.9%

76.8%

83.4%

84.5%

34.2%

23.2%

16.6%

15.5%

R1

R2

R3

R4

８０％ライン（「学校における働き方改革取組方針」における成果指標） 

肯定的回答 否定的回答 
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  表２ 表１のうち児童生徒と直接関わる時間（部活動，個別指導（学習補充，進

路指導，生徒指導等））が確保されていると感じる教職員の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ １週間当たりの勤務状況及び業務に係るおよその時間について 

    ※各数値は「学校の業務改善に係るアンケート集計結果（呉市教育委員会）」による 

表３ 教職員の１週間当たりの時間外及び持ち帰り業務の時間数 

 

 

 

 

 

 

 

 小学校 中学校 小・中・高等学校 

Ｒ４ 87.3% 82.4% 84.7% 

Ｒ３ 80.0% 77.6% 78.7% 

Ｒ２ 74.8% 75.4% 75.2% 

Ｒ１ 62.5% 59.9% 62.0% 

Ｒ４とＲ１との差 ＋24.8 ㌽ ＋22.5 ㌽ ＋22.7 ㌽ 

 小学校 中学校 小・中・高等学校 

Ｒ４ 14.3 時間 17.8 時間 15.9時間 

Ｒ３ 14.0 時間 14.3 時間 14.1時間 

Ｒ２ 14.5 時間 15.8 時間 15.4時間 

Ｒ１ 16.6 時間 17.2 時間 17.0時間 

Ｒ４とＲ１との差 ▲ 2.3 時間 ＋ 0.6 時間 ▲ 1.1 時間 

○ 「児童生徒と向き合う時間が確保されている」と肯定的に回答した教職員の割

合は，令和３年度は 83.4％，令和４年度は 84.5％であり，目標値である 80％を，

２年連続で超えた。また，いずれの校種においても，令和元年度と比較すると，

数値は増加している。 

○ 「児童生徒と向き合う時間」のうち，「児童生徒と直接関わる時間が確保されて

いる」と肯定的に回答した教職員の割合は，令和元年度と比較すると，20㌽以上

増加している。 

62.0%

75.2%

78.7%

84.7%

37.8%

24.8%

21.3%

15.3%

R1

R2

R3

R4

肯定的回答 否定的回答 
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表４ 教職員の１週間当たりの「児童生徒と向き合う時間」の状況 

 週案※ 部活動 授業準備※ 個別指導※ 

Ｒ４ 2.0時間 6.4時間 8.5時間 4.5時間 

Ｒ３ 2.1時間 4.0時間 8.0時間 4.0時間 

Ｒ２ 2.1時間 8.1時間 8.7時間 4.3時間 

Ｒ１ 2.2時間 8.6時間 9.0時間 4.5時間 

Ｒ４とＲ１との差 ▲ 0.2時間 ▲ 2.2時間 ▲ 0.5時間 ± 0時間 

※「週案」  週案・指導略案作成 

※「授業準備」 授業準備，教材研究   

   ※「個別指導」 学習補充，生徒指導，進路指導，給食・掃除・行事に関する指導等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.1

8.9

8.2

9.2

2.6

2.6

2.7

2.8

1.9

1.6

1.0

1.4

2.4

2.3

2.3

2.4

17.0

15.4

14.1

15.9

R1

R2

R3

R4

【平日】

学校

【平日】

持ち帰り

【週休日】

学校

【週休日】

持ち帰り
（単位：時間） 

17.6

17.4

17.3

17.3

9.0

8.7

8.0

8.5

2.2

2.1

2.1

2.0

4.5

4.3

4.0

4.5

8.6

8.1

4.0

6.4

2.5

2.0

1.9

2.1

3.1

2.4

2.3

3.0

47.5

44.9

39.7

43.7

R1

R2

R3

R4

児童生徒と向き合う時間

授業 授業準備 週案 個別指導 部活動 会議 報告書

（単位：時間） 

○ 「教職員の１週間当たりの時間外及び持ち帰り業務の時間数」は，令和元年度

と比較すると，小・中・高等学校全体で 1.1時間減少しているが，令和３年度と

比較すると 1.8時間増加している。週休日に業務を行う時間は，令和３年度と比

較すると 0.5時間増加している。 

○ 平日の勤務時間外に業務を行う時間は，令和元年度と比較すると 0.7時間減少

している。週休日に業務を行う時間は，令和元年度と比較すると 0.5時間減少し

ている。 
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ウ 時間外在校等時間の状況 

    ※各数値のＲ１は「教職員の自己申告」，Ｒ２以降は「在校等時間管理システム」による  

表５ 時間外勤務が８０時間以上の者の割合 

 小学校 中学校 小・中・高等学校 

Ｒ４ 1.5％ 4.9％ 3.4％ 

Ｒ３ 1.7％ 3.9％ 3.0％ 

Ｒ２ 1.3％ 2.5％ 2.2％ 

Ｒ１ 1.9％ 4.8％ 3.7％ 

Ｒ４とＲ１との差 ▲ 0.4㌽ ＋ 0.1㌽ ▲ 0.3㌽ 

 

表６ 月当たりの時間外勤務が４５時間以内の者の割合 

 小学校 中学校 小・中・高等学校 

Ｒ４  71.7％  62.1％  67.3％ 

Ｒ３  72.1％  69.7％  70.6％ 

Ｒ２  76.0％  72.9％  73.9％ 

Ｒ１  53.6％  55.9％  54.3％ 

Ｒ４とＲ１との差 ＋ 18.1㌽ ＋ 6.2㌽ ＋ 13.0㌽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「時間外勤務が８０時間以上の者の割合」は，令和元年度と比較すると，小・

中・高等学校全体で 0.3㌽減少している。 

○ 「月当たりの時間外勤務が４５時間以内の者の割合」は，令和元年度と比較する

と，13.0㌽増加しているものの，目標の数値には達成していない。 

○ 1週間当たりの業務に係るおよその時間は，令和 3年度と比較すると 4時間増加

している。「児童生徒と向き合う時間」に当たる時間（授業～部活動）について

は，令和３年度と比較すると 3.2時間増加している。 

○ 1週間当たりの業務に係るおよその時間は，令和元年度と比較すると 3.8時間減

少している。「児童生徒と向き合う時間」に当たる時間（授業～部活動）について

は，令和元年度と比較すると 3.3時間減少している。 
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9.5%

9.8%

4.9%

31.7%

39.3%

37.7%

34.9%

27.9%

34.4%

15.9%

18.0%

19.7%

6.3%

3.3%

3.3%

1.6%

1.6%

R1

R3

R4

エ 管理職の意識について 

表７ マネジメントスキルの向上を図っていると感じる管理職の割合 

 小学校 中・高等学校 小・中・高等学校 

Ｒ４  74.3％  77.0％  77.0％ 

Ｒ３  74.3％  77.0％  77.0％ 

Ｒ１  75.0％  77.7％  76.1％ 

Ｒ４とＲ１との差 － 0.7㌽ － 0.7㌽ ＋ 0.9㌽ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「業務改善アンケート」のうち，管理職を対象とした調査によると，「教職員の

組織管理や時間管理，健康安全管理等をはじめとしたマネジメントに関する県が主

催する研修会に積極的に参加させ，管理職やミドル層の教職員のマネジメントスキ

ルの向上を図るようにしている。」という項目に対して，肯定的に回答した割合に

ついて，小・中・高等学校全体で 7割台であり，令和元年度と比較すると，0.9㌽

増加しているものの，100％には達していない。 

どちらかと言えば当てはまらない 

よく当てはまる 当てはまる どちらかと言えば当てはまる どちらかと言えば当てはまらない 当てはまらない 
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(2) 目標・成果指標の現状分析 

ア 「児童生徒と向き合う時間の確保（80％）」の達成の要因について 

  ○ 学校における働き方改革の本来の目的やその効果などについて，教職員の理

解や意識の浸透が図られている。 

  ○ 各学校の実態に応じた業務改善の取組が，教職員間の意識統一のもと，着実

に推進されている。 

 

イ 時間外在校等時間の状況についての未達成の要因について 

○ 新型コロナウイルス感染症防止のための臨時休業や，学校行事の中止等によ 

り，一時的に時間外在校等時間は縮減されたが，更なる業務の改善，縮減が必 

要である。 

○ 限られた時間の中で，効率的・効果的に進める視点が必要となるため，管理 

職が個々の教職員の勤務状況を踏まえて，業務の優先順位の指示や，業務分 

担の見直し，業務の進捗管理を行うことが重要であり，管理職によるマネジ 

メントの更なる徹底が必要である。加えて，教職員一人一人のタイムマネジ 

メントスキルを高めることも求められる。 

○ ＩＣＴの活用，教材の共有化といった取組を，更に推進していくことが必要 

である。 
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３ 目指す姿・呉市教育委員会及び呉市立学校の役割  

  

１ 目指す姿 

本方針に基づいた取組を進めることにより，「学びの変革」の推進や新たな教育

課題等へ適切に対応できる学校体制を構築し，限られた時間の中で，教職員の児

童生徒と向き合う時間を確保することで教育の質の向上を図る。 

また，教職員以外も含めた学校全体の長時間勤務を縮減し，一人一人が健康で

生き生きとやりがいをもって勤務できる環境づくりを推進する。 

 

２ 呉市教育委員会及び呉市立学校の役割 

  本方針に掲げる目指す姿の実現に向けて，呉市教育委員会と呉市立学校が一体

となって，学校における働き方改革を推進していく。 

 

(1) 呉市教育委員会 

  本方針の進行管理を行うとともに，学校における働き方改革や業務改善につな

がる効率的かつ効果的な取組を検討・実施していくことや，学校の総業務量を意

識しながら，改善・見直しを進めていくことなどにより業務量の削減を行い，教

職員が，限られた時間の中で，児童生徒と向き合う時間を確保し，最大限の教育

効果を発揮できるような環境を整えていく。 

全ての学校において，教職員の超過勤務の縮減に向けた取組が着実に進むよう，

学校の管理職と連携し，教職員の勤務実態や業務の状況等をタイムリーに把握す

る中で，各学校の実態に応じた支援や取組を積極的に行っていく。 

教職員が，タイムマネジメントやワーク・ライフ・バランスを意識した働き方

を実践できるような環境を整えていく。 

 

(2) 呉市立学校 

 【管理職】 

校長をはじめとした管理職は，本方針に基づき，優れたリーダーシップや組織

マネジメント力を発揮し，教職員のタイムマネジメントやワーク・ライフ・バラ

ンスを実現する働き方改革や業務改善の取組を各学校の実態に応じて着実に推進

していく。 

所属教職員の勤務実態や業務の状況等を適確に把握し，長時間勤務の縮減に必

要な取組を着実に推進していく。 

【教職員】 

教職員一人一人がそれぞれの役割の中で，組織の一員として，他の教職員も含

めて，学校全体のワーク・ライフ・バランスを考えていく。 
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４ 期間・目標  

 

１ 期間 

令和５年度～令和７年度 

 

２ 目標・成果指標 

学校全体の働き方改革を進めることとし，教職員の「児童生徒と向き合う時間の

確保」及び「長時間勤務の縮減」について，目標・成果指標を設定する。 

 

(1) 児童生徒と向き合う時間の確保 

児童生徒と向き合う時間が確保されていると感じる教職員（管理職を除く。） 

の割合を，８０％以上とする。 

 

(2) 長時間勤務の縮減 

   時間外在校等時間（在校等時間から正規の勤務時間を除いた時間）を，原則年

３６０時間以内及び月４５時間以内とする。 
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５ 取組の柱・重点的に取り組む項目  

 

前記の目標を達成するため，現状を踏まえ，引き続き次の四つの視点を柱として

取組を推進する。 

 

(1) 学校・教職員が本来担うべき業務に専念できる環境の整備 

(2) 部活動指導に係る教職員の負担軽減 

(3) 学校における組織マネジメントの確立 

(4) 教職員の働き方に対する意識の醸成 

 

(1) 学校・教職員が本来担うべき業務に専念できる環境の整備 

ア 市費による教職員の配置 

学校実態に応じた様々な業務を担うことで，一人当たりの教職員の負担を軽 

減し，学校の円滑な運営を支援する。 

（例）教育推進加配講師，小中一貫教育推進加配講師，特別支援学級指導員，

学校教育指導補助員，生徒指導員，校内ＳＳＲ指導員，学校生活適応支

援員，学校司書 

 

イ 教育情報ネットワーク環境の整備及びＧＩＧＡスクールの運営支援 

(ｱ) クラウド利活用によって情報セキュリティを確保した新たな統合型校務

支援システム，グループウエア等を効果的に運用する。【重点】 

(ｲ) タブレット端末の活用支援として，ヘルプデスクの設置やＩＣＴ支援員に

よるサポート体制の整備を推進する。 

 

ウ 各種計画，事業，調査・照会等の見直し 

(ｱ) 学校が作成する各種計画や呉市教育委員会が実施する各種事業，調査・照

会等を見直し，精選や簡素化を推進する。 

(ｲ) 作品募集やコンクールへの児童生徒等及び教職員の参加，家庭向け配付物

の配付依頼について，主催する外部機関等に，学校の負担軽減に向けた協力

を要請する。 

 

エ 研修の見直し等 

(ｱ) 教職員の負担軽減の視点も踏まえた効果的な研修の在り方や実施時期な 

どの見直しを進めるとともに，研修参加報告書等を簡素化する。 

   (ｲ) 研究授業については，各学校が自主的に実施するものであり，ねらいや内 
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容及び効果的な方法について，検討・整理した上で実施するよう働き掛ける。 

なお，効果的な方法の検討を行う際には，公開の有無や頻度（３年に１回 

行うなど）にも十分配慮するよう働き掛ける。 

 

オ 教材・学習指導案等の共有化 

学校において教材・学習指導案等の共有化を進めるとともに，全市的な教材・

学習指導案等の共有の仕組みを活用することで，教職員の負担軽減と共に，内

容の更なる充実を図る。 

 

カ 支援が必要な子供・家庭への対応 

子供を取り巻く様々な課題等に対応するため，スクールカウンセラー，スク

ールソーシャルワーカー等の専門スタッフの配置や，顧問弁護士の派遣及び

専門機関との連携など支援の充実を図る。 

 

キ 学校・教職員が担う業務の整理，家庭・地域との連携の推進 

(ｱ) 学校や教職員が本来期待されている業務に専念できるよう，現に学校や

教職員が担っている業務について，役割分担や外部委託等，業務の在り方

を検討する。 

(ｲ) 必要に応じて，学校管理や運営に係る規則等を見直し，ゆとりのある学

校運営を支援する。 

(ｳ) 各学校において，教職員の働き方改革の取組を積極的かつ円滑に進めてい

くため，地域や保護者等に対し，学校における働き方改革の趣旨等について

積極的に情報発信するとともに，理解や協力を得ていく。 

(ｴ) 学校が地域住民や保護者と教育目標を共有し，組織的・継続的な連携を可

能とする「地域とともにある学校づくり」を進め，学校・家庭・地域の適切

な役割分担についても検討する。 

 

ク 教職員定数の改善 

  学校における働き方改革のための指導・運営体制の構築を着実に実施するた 

め，教職員定数の改善について，県に要望する。 

 

 (2) 部活動指導に係る教職員の負担軽減 

ア 「運動部活動の方針」及び「文化部活動の方針」を踏まえた学校における活 

動方針の策定・徹底 

呉市教育委員会が策定した方針を踏まえて策定された各学校の活動方針に 
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基づき，部活動休養日や活動時間の徹底を図る。 

 

イ 部活動の指導体制の在り方の見直し 

(ｱ) 学校の実態に応じ，顧問を複数人配置して交代での指導を行ったり，一人 

の教職員が複数の部活動を見守ったりするなど，負担の平準化や軽減に係る 

取組を進める。 

(ｲ) 専門的な技術指導ができる外部指導者の活用を推進する。 

   (ｳ) 中学校における部活動の地域移行に係る国や県の動向等を注視しながら，

中学校における部活動の将来的な在り方や指導体制の在り方について検討

を進める。【重点】 

     

ウ 効果的な練習方法等の研修への参加 

県や市が主催する研修会（短時間でより効果的な練習方法等について）及び 

トップアスリート派遣事業等に教職員を積極的に参加させる。 

 

(3) 学校における組織マネジメントの確立 

ア 学校における勤務時間管理の徹底 

(ｱ) 教職員の健康管理や長時間勤務の縮減に向け，「在校等時間管理システム」 

により，教職員の在校等時間を把握するなど，適正な勤務時間管理を行う。 

【重点】 

(ｲ) 管理職は，把握した在校等時間を踏まえて，教職員と面談を行い，必要に 

応じて保健管理医との面談を受けさせるなど教職員の健康管理に努める。ま 

た，ストレスチェック制度等を活用し，教職員のセルフケアなどの取組を促 

すとともに，職場のストレス要因の軽減に努める。 

(ｳ) 管理職は，把握した状況を踏まえ，一部の教職員に業務が集中しないよう，  

校務分掌や構成人数の再編，業務の在り方や進め方の見直しなどを行うこと 

により，業務の平準化・効率化を推進する。 

(ｴ) 各学校で教職員の入退校に係る開錠・施錠時刻の目安及び児童生徒等の適 

切な登下校時刻を設定し，その徹底を図る。 

(ｵ) １週間のうち平日１日は，部活動休養日と合わせた教職員の定時退校日を 

設定し，その徹底を図ることで教職員のワーク・ライフ・バランスを推進す 

る。 

 

イ 学校における自律的な業務改善・業務削減の推進 

(ｱ) 学校経営計画に本方針に掲げる目標を意識した業務改善や教職員の働き
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方に関する項目を設定し，管理職はその目標の達成に向けて学校経営を行う。

また，学校関係者評価を実施し，外部の視点を踏まえた取組の改善・充実を

図る。 

(ｲ) 管理職のリーダーシップの下，校内の推進体制を整備した上で，ＰＤＣＡ

サイクルに基づく業務改善・業務削減の取組を教職員全員で進める。 

(ｳ) 教職員一人一人の業務改善の意識を高めるために，各教職員が業務の適正

化に取り組んだことを積極的に評価するなど，人事評価制度の活用を推進す

る。 

(ｴ) 管理職がリーダーシップを発揮し，校内で開催する会議等について，精

選や開催回数の縮減に努めるとともに，書面開催や会議資料の事前提供等

により，会議時間を最小限にするなど，教職員の業務の適正化に向けた運

用を徹底する。 

また，学校行事，各種業務等の優先順位を決め，精選・省力化を図るな

ど，組織全体が効率的かつ効果的に機能するよう取り組む。 

 

ウ マネジメント研修への参加 

県が主催する教職員の組織管理や時間管理，健康安全管理等をはじめとした

マネジメントに関する研修会に教職員を積極的に参加させ，管理職やミドル層

の教職員のマネジメントスキルの向上を図る。 

 

エ 教頭，事務長等への専決事項の拡大 

校内の決裁区分や教頭，事務長等の専決事項の見直し，起案業務の簡略化な

ど，学校における意思決定の迅速化や，事務の効率化に向けた取組を推進する。 

 

オ 学校一斉閉庁期間の設定 

(ｱ) 学校一斉閉庁日を，８月のいわゆるお盆前後の期間及び１２月２８日・１ 

月４日に設定する。 

(ｲ) 一斉閉庁の在り方について，学校における働き方改革を推進する観点か

ら，学校の実態等も踏まえながら検討する。 

 

(4) 教職員の働き方に対する意識の醸成 

ア 働き方・時間管理の意識改革 

(ｱ) 教職員が自ら退校予定時刻を毎日設定することなどを通じて，長時間勤務

の縮減に向けた時間管理の意識改革に取り組む。 

  また，呉市立学校全校で働き方改革に集中的に取り組む期間を設定するな



- 15 - 
 

ど，教職員一人一人のメリハリある働き方やワーク・ライフ・バランスの実

現を図るための取組の実施について検討する。 

(ｲ) 管理職は，教職員との日常的なコミュニケーションや自己申告に基づいた

面談等の機会を通して，働き方改革に対する理解を促すとともに，効率的か

つ効果的な業務の進め方について共に考えるなど，教職員の働き方に対する

意識を醸成する。【重点】 

 

イ 教職員全体に対する働き方改革に関する研修の実施 

各学校において，働き方改革に対する理解を促し，意識を高めていく研修

や取組が推進されるよう，県や市が主催する研修や校内研修への参加を促進

する。 

また，各学校が取り組む働き方改革に関する研修や取組の充実が図られる

よう，校内研修や教職員間でのディスカッション等にも活用できるコンテン

ツ等を情報提供するなど，呉市教育委員会として支援する。 
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６ フォローアップ  

 

学校における働き方改革や業務改善の取組を着実に実行し，本市が目指す姿を早

期に実現するため，教職員の勤務実態の把握や取組の効果検証などを定期的に行い，

取組等の改善・充実につなげる。また，学校の実情や国・県の動向等も踏まえ，必

要に応じて本方針の見直しを検討する。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


